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れが中央大学の「英米法学」に掲載されたのは 1962 (昭和 37) 年である。
参考文献に挙げられている “Ansonʼs Law of Contract” は 1959 年の第 21
版で、当時の補訂は、A. G. Guest 教授によって行われていた。Anson の
契約法という書籍は、現在、2016 年に発行された第 30 版が最新版であり、











( 1 ) 久木元彰「イギリス法における未成年者の契約能力」英米法学 13 号 (中央大学・1962)
41 頁。
( 2 ) 吉田和夫「未成年者と契約――必要品契約について」早稲田大学社会科学研究 45 号
(1992) 89 頁。
( 3 ) 例えば、横野恵「イギリス判例法における未成年者に対する医療と同意 (1) (2)」早稲
田大学大学院法研論集 97 号 (2001) 228 頁・98 号 (2001) 210 頁。
























う。なお、英国法の現在に関する記述は、J. Beatson, A. Burrows, J.
Cartwright “Ansonʼs Law of Contract 30th ed.” Oxford University Press
(2016) を基本に、Richard Stone “The Modern Law of Contract 8th ed.”






( 4 ) 拙稿「未成年者に対する与信契約の効力とその法的規制――英法の展開から学ぶこと」
龍谷法学 24 巻 3・4合併号 (1992) 91 頁。
( 5 ) 特に重要なものとして、砂田卓士『改訂版イギリス契約法』鳳舎 (1975) 42 頁以下、
谷口知平『英米契約法原理』有斐閣 (1932) 428 頁以下。
( 6 ) 英国法と表現しているが、ここで取り扱うのは、EnglandとWales の法である。






























( 8 ) 内閣府消費者委員会「成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループ」(http : //www.
cao.go.jp/consumer/kabusoshiki/seinen/index.html)。
( 9 ) 日本弁護士連合会「民法の成年年齢の引下げに関する意見書」(http : //www.nichiben-
ren.or.jp/activity/document/opinion/year/2016/160218_3.html)。
(10) 日本弁護士連合会「『民法の成年年齢の引下げの施行方法に関する意見募集』に対する
意見書」(http : //www. nichibenren. or. jp/activity/document/opinion/year/2016/160914.
html)。












らない例外としては、必要品契約 (contracts for necessaries) が挙げられ

























(13) 例えば、R v OldhamMetropolitan Borough Council, ex parte Garlick [1993] 2 All ER 65,
[1993] 2 WLR 609。
(14) この法律については、久木元・前掲(1)論文 42 頁、拙稿・前掲 (4) 論文 102 頁。
(15) 厳密には、1828 年に未成年者が成年になった以降に、契約を追認する場合には、口頭
ではなく書面によらなければ効力が生じないとする、改正詐欺防止法 (Statute of Frauds
















1892 年には、Betting and Loans (Infants) Act 1892 が制定されている。
この法律は、第一に未成年者に対して与信契約を勧誘することを刑事罰で
もって、禁止した (同法 2条)。この規定は、後に 1974 年消費者信用法












(16) 谷口・前掲注 (5) 書 422 頁。
(17) G. H. Treitel教授 (G. H. Treitel “The Infants Relief Act 1874” 73 L. Q. R. (1957)) と P.









tual requirement) に適合した動産 (goods) のことを言うとされていた。
ところで、動産売買法の改正に対応して、この定義規定も改正されている。
現行法である 1979 年法の規定は、後述する。
なお、英国のビクトリア期に制定された 1874 年未成年者救済法と 1892
年 Betting and Loans (Infants) Act
(18)
は、1987 年に制定された未成年者契
約法 (Minorsʼ Contracts Act 1987) の成立によって廃止されている。
未成年者法理にとって重要な法改正が、1969 年の家族法改正法
(Family Law Reform Act 1969) である。この法律の施行により、1970 年






関する法規制、具体的には 1927 年改正貸金業法 (Moneylenders Act
1927) や 1967 年不実表示法 (Misrepresentation Act 1967) の制定などに
よって、法規制の充実が図られていることが、成年年齢の引き下げの要因
として指摘されている。なお、この法律から、未成年者が、コモンローの





前掲注 (4) 論文 102 頁以下。






成年者契約法 (MInorsʼ Contracts Act 1987) である。この法律は、レイ





1条では、ビクトリア期に制定された未成年者救済法 (Infantsʼ Relief Act























(20) “Law of Contract ― Minorsʼ Contracts” (1984 年 6月 28日) LAW COM No. 134.













その年齢を、1969 年家族法改正法 (Family Law Reform Act 1969) に










for necessaries)、雇用や研修にかかる契約 (contracts of employment or
training) あるいは未成年者の利益となる契約が問題となる。
① 例外の原則としての必要品契約 (contracts for necessaries)
既述のように、コモンローの必要品に関する考え方は、1893 年動産売
買法第 2条に条文として整理され、規定された。その後、動産売買法は













な価格 (a reasonable price) を支払わなければならない」として、必要品
については未成年者が準契約としての債務を負担することを明示する。第
3項は、必要品の定義である。「第 2項に言う必要品 (necessaries) とは、
未成年者あるいは関連する者の生活の条件に適合する商品であって、販売
と商品の引渡しのいずれの時にも実際に必要なもののことを意味する」と













(23) 1979 年の改正では、1893 年の動産売買法第 2条とまったく同じ内容で、第 3条が再規
定された。しかし、2005 年Mental Capacity Act の施行によって、同法第 3条 2項の規定
中、精神障害による無能力者に関する部分が削除され、現行法の条文になっている。
(24) この判断については、多数の裁判例が蓄積されている。それに対する学説の反応を含め























はエクイティの「代位弁済 (a branch of the equitable doctrine of subroga-
tion)」に該当するからである。








(25) Chapple v Cooper (1844)[1980] 1 WLR 958.


































(27) Clements v London & North Western Railway Company [1894] 2 QB 482.
(28) De Francesco v Barnum (1890) 45 Ch D 430.
(29) 例えば、Cowern v Nield [1912] 2 KB 419. この事案は、未成年者が干し草 (hay) を販
売業者に卸売りをしていたが、この契約は営業の契約 (trading contract) であって、必要
品に該当しないとして、提供できなかった干し草の代金を返還する義務はないとされている。






















































を形作る裁判例の大部分が 100 年以上も前の 1800 年代後半から 1900 年代
前半のものであることへの懸念が強い。それらの裁判例で問題となった未
成年者の年齢は、概ね 18歳から 20歳であり、1970 年に成年年齢が 18歳
に引き下げられた以降にもそのまま適用できるのかについての疑問も示さ
れている。英国の未成年者をめぐる契約に関する紛争が、例えば消費者紛
争をあっせんで解決する市民相談所 (Citizens Advice, https : //www.citi-
(32) Ballett v Mingay [1943] KB 281.
267(717)
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zensadvice.org.uk/) でどのように取り扱われているのかなど、実務的な
対応として確認すべき事項も残されている。
本稿は、まずは英国の未成年者の契約能力にかかわる法の現状を整理す
ることを目的とした。それは、英国の未成年者にかかる法理の全体を理解
するための第一歩に過ぎない。
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